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第3章　諸手当関係（期末・勤勉手当）


· 期末・勤勉手当の支給割合変遷
	区分
支給期
	期末手当
	勤勉手当

	年度
	3月
	6月
	12月
	6月
	12月

	44
	0.5月分
	0.9月分
	2.0月分
	0.5月分
	0.6月分

	45
	0.5月分
	1.0月分
	2.0月分
	0.6月分
	0.6月分

	46
	0.5月分
	1.1月分
	2.0月分
	0.6月分
	0.6月分

	47
	0.5月分
	1.1月分
	2.0月分
	0.6月分
	0.6月分

	48
	0.5月分
	1.1月分
	48年度に限り
2.3月分
	0.6月分
	0.6月分

	49
	49年度に限り
0.2月分
	1.1月分　

49年度に限り
4月に0.3月分
	2.1月分
	0.6月分
	0.6月分

	50
	0.5月分
	1.4月分
	2.1月分
	0.6月分
	0.6月分

	51
	0.5月分
	1.4月分
	2.0月分
	0.5月分
	0.6月分

	53
	0.5月分
	1.4月分
	1.9月分
	0.5月分
	0.6月分

	元
	0.5月分
	1.5月分
	1.9月分
	0.6月分
	0.6月分

	2
	0.55月分
	1.6月分
	2.0月分
	0.6月分
	0.6月分

	3
	0.55月分
	1.6月分
	2.1月分
	0.6月分
	0.6月分

	5
	0.5月分
	1.6月分
	2.0月分
	0.6月分
	0.6月分

	6
	0.5月分
	1.6月分
	1.9月分
	0.6月分
	0.6月分

	9
	0.55月分
	1.6月分
	1.9月分
	0.6月分
	0.6月分

	11
	0.55月分
	1.45月分
	1.75月分
	0.6月分
	0.6月分

	12
	0.55月分
	1.45月分
	1.6月分
	0.6月分
	0.55月分

	14
	0.5月分
	1.45月分
	1.55月分
	0.6月分
	0.55月分

	15
	―
	1.55月分
	1.45月分
	0.7月分
	0.7月分

	15.12.1
	―
	1.4月分
	1.6月分
	0.7月分
	0.7月分

	17.12.1
	―
	1.4月分
	1.6月分
	0.725月分
	0.725月分

	18.12.1
	―
	1.4月分
	1.55月分
	0.725月分
	0.725月分

	19.12.1
	―
	1.4月分
	1.55月分
	0.725月分
	0.775月分

(0.725月分)

	20
	―
	1.4月分
	1.55月分
	0.75月分
	0.75月分

	21
	―
	1.25月分
	1.40月分
	0.7月分
	0.7月分

	22
	―
	1.25月分
	1.30月分
	0.7月分
	0.65月分

	23
	―
	1.225月分
	1.325月分
	0.675月分
	0.675月分

	26
	―
	1.225月分
	1.325月分
	0.75月分
	0.75月分

	27
	―
	1.225月分
	1.325月分
	0.75月分
	0.85月分

	28
	―
	1.225月分
	1.325月分
	0.8月分
	0.9月分

	29
	―
	1.225月分
	1.325月分
	0.85月分
	0.95月分

	30
	―
	1.225月分
	1.325月分
	0.9月分
	0.9月分

	31／元
	―
	1.275月分
	1.275月分
	0.925月分
	0.925月分

	2
	―
	1.275月分
	1.275月分
	0.95月分
	0.95月分

	3
	―
	1.25月分
	1.25月分
	0.95月分
	0.95月分


· 年度「19.12.1」の（　）内は給料の特別調整額の支給を受ける職員の支給割合
＜管理職加算額等の変遷＞

　1　昭和46年5月1日　加算措置の新設

　　○特別調整額の支給割合が25／100の場合　給料月額の20／100

　　○　　　　〃　  　　 　　20／100の場合　給料月額の10／100

　2　昭和48年2月27日　加算措置の改正 

○特別調整額の支給割合が25／100の場合　給料月額の25／100

○　　　　　　〃　　　　 20／100の場合　給料月額の15／100

＜職務段階等の加算措置の変遷＞

1 平成2年4月1日　加算措置の新設

2 平成4年4月1日　加算措置の改正

○教育職給料表1級の適用を受ける職員

「大学卒18年」→「大学卒16年」

「短大卒20年」→「短大卒18年」

「高校卒22年」→「高校卒20年」

○技能労務職給料表の適用を受ける職員

「高校卒22年」→「高校卒20年」

「中学卒25年」→「中学卒23年」

3 平成5年4月1日　加算措置の改正

○教育職給料表2級の適用を受ける職員

「大学卒27年」→「大学卒26年」

「短大卒29年」→「短大卒28年」

「高校卒31年」→「高校卒30年」

　4　平成8年4月1日　加算措置の改正

○教育職給料表1級の適用を受ける職員

「大学卒31年」→「大学卒29年」

「短大卒33年」→「短大卒31年」

「高校卒35年」→「高校卒33年」

○技能労務職給料表の適用を受ける職員

「高校卒35年」→「高校卒33年」

「中学卒38年」→「中学卒36年」

5　平成10年4月1日　加算措置の改正

○教育職給料表1級の適用を受ける職員

「大学卒16年」→「大学卒14年」

「短大卒18年」→「短大卒16年」

「高校卒20年」→「高校卒18年」

○技能労務職給料表の適用を受ける職員

「高校卒20年」→「高校卒18年」

「中学卒23年」→「中学卒21年」

6　平成26年4月1日　加算措置の改正

 ○技能労務職給料表の適用を受ける職員

「高校卒33年」→「高校卒32年」

「中学卒36年」→「中学卒35年」

7　平成27年4月1日　加算措置の改正

○医療職給料表（二）・医療職給料表の適用を受ける職員

（加算割合　10/100）

「医療主任相当職にある職員のうち職務の級が5級の職員」→「医療主任相当職にある職員のうち職務の級が5級及び4級の職員」

　8　平成28年4月1日　加算措置の新設
　　  ○医療職給料表(三)の適用を受ける職員

　　　（加算割合　15/100）

　　　「看護部長相当職（A）にある職員」

　　　「看護部長相当職（B）にある職員のうち職務の級が6級の職員」

　　　（加算割合　10/100）

　　　「看護部長相当職（B）にある職員（上記の職員を除く。）」

　　　「看護師長相当職にある職員のうち職務の級が5級又は4級の職員」
　　　「主任准看護技師の職にある職員のうち職務の級が5級又は4級の職員」

　　　（加算割合　5/100）

　　　「看護師長相当職にある職員（上記の職員を除く。）」

　　　「副主任看護技師の職にある職員」

　　　「主任准看護技師の職にある職員（上記の職員を除く。）」

　　　「副主任准看護技師の職にある職員」

　9　平成30年4月1日　加算措置の新設
　　  ○教育職給料表の適用を受ける職員
　　　（加算割合　15/100）
　　　「副校長の職にある職員」
　　　（加算割合　10/100）
　　　「主幹教諭の職にある職員」

3-14-17
3-14-19
3-14-18

